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人が足りない時代に、
仕事を減らさず回すために
～工務店の人材不足と流通店が担える実務支援～



人材不足は、もはや一部の会社の問題ではなく、工務店業界全体の構造的な課
題となっています。現場職人の不足だけでなく、設計・積算・営業・管理と
いった“社内人材”の不足が、受注機会の損失や対応品質の低下を招いているケー
スも増えています。
本講演では、「人を増やす」という理想論ではなく、「今いる人数で、どう
やって回すか」という現実的な視点から、人材不足時代の考え方を整理します。
業務の属人化、手戻りの多さ、判断の遅れといった課題が、どこで発生してい
るのかを可視化し、改善の方向性を解説します。
その中で、流通店・販売店が工務店に対して

・業務を軽くするための情報提供
・判断を早めるための整理・仕組みづくり
・現場や営業を支える“裏方的サポート”

をどのように提供できるのかを具体例とともに紹介します。人材不足は、取引
先である工務店の問題であると同時に、流通店自身の将来にも直結するテーマ
です。「人が足りなくても選ばれ続ける工務店」をどう支えるか、そのヒント
を共有します。



工務店を取り巻く環境
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住宅業界を変える6つのメガトレンド

人口減少・高齢化

2040年に1億人割れ
。新築需要縮小、リ
フォーム・高齢者対
応住宅が主戦場に

物価上昇・金利上昇

建築コスト高止まり
、住宅ローン金利上
昇で購買力低下。原
価管理と商品力が問
われる

職人不足・担い手不足

大工60歳以上26%、
29歳以下12%。2030
年に工務店3割強が廃
業とも。施工体制の
組み換えが急務

DX・AIの普及

業務効率化・顧客管
理・見積・提案資料
作成まで。実行でき
た企業と停滞した企
業で大きな差

GX・省エネ基準強化

2030年ZEH水準基準
化。BIM確認申請開
始（2026）・省エネ
適判一本化。制度対
応が商品力に直結

南海トラフ・防災意識

レジリエンス住宅へ
の需要増。太陽光+
蓄電池+生活用水備
蓄など防災商品が付
加価値を生む



参考資料：新たな住生活基本計画（全国計画）



① 循環型市場の形成 — 事業者として押さえるべきポイント

市場の現状認識

・既存住宅の維持管理・流通の枠組みは整備途上
・住宅を「資産」として残せる仕組みを整備中

ストック社会の本格化はいつから？

・2033年頃が本格化の目安と推察される
・相続住宅の大量流通が市場の転換点

先行者の優位性

・今から「資産価値評価」「維持管理支援」の
実績を積む

・評価制度・金融制度の整備を先取りした対応が
差別化に



② 既存住宅地の有効活用 — 時間軸のリアリティ

2034〜2043年が市場の転換点

・現在85歳以上の高齢者が保有する住宅が
順次相続に

・都市部の便利なエリアで空き家が大量発生
する時期

高齢化率×世帯変化が市場を動かす

・一都三県だけで旧耐震の高齢者住宅が39万戸
・若者・子育て世帯向け住宅への転換が急務

今すべき準備

・相続前の「予備軍」への早期アプローチが重要
・官民投資済インフラを活用する仕組みの構築が

先行優位を生む



③ 居住支援の充実 — 「気づき×つなぎ」とデジタル技術の融合

AIoT（AI×IoT）による見守り・健康管理

・家の中で常時モニタリング → 心拍・動き・生活
習慣をデータ化

・異常検知から予防医療へ — 「未病管理」社会の
実現

介護・見守りロボットの活用

・転倒検知・生活パターンの変化を自動検知・
通報

・福祉サービスへの「つなぎ」機能を担う新たな
担い手

住まいが医療・福祉の入口になる

・居住空間がAIoTのプラットフォームに変わる
・住宅会社・リフォーム業者が福祉連携の窓口

機能を持てる可能性



④ あらゆる主体の連携・協働 — 住生活産業のDX化が急務

IT人材の強化が業界全体の課題

・現場工事のIT活用（施工管理・品質記録の
デジタル化）

・顧客管理にIT・AIを活用し、対応力と生産性
を上げる

デジタルで「幅広い担い手」を確保

・HPリブランディングで採用・認知を強化
・AIO（AI最適化）対策 — 検索だけでなくAI経由

での集客を意識

情報提供・相談体制のデジタル整備

・デジタル技術で相談対応の幅を広げ、
専門家の役割を補完

・「幅広い担い手」像 = 一人でこなすのではなく
 AI・ITで拡張する事業者



円安は、誰にとっての追い風か

外部環境の変化は、業界だけでなく国の制度をめぐる議論そのものにも及んでいる

輸出企業にとっての追い風

円安は、輸出企業の売上や海外収益の
円換算額を押し上げる面がある。

住宅会社・生活者への負担

一方で、輸入材・エネルギー・設備コス
トを通じて、住宅会社や生活者の負担を
重くする側面もある。

経団連は大企業を中心に構成されるため、円安や輸出関連制度の中
で恩恵を受けやすい側の論理が政策議論に反映されやすいのではな
いか、という見方もある。



インフレが進行した場合の1,000万円の価値

1,000万円 1,000万円 1,000万円

0年 5年 10年 15年

インフレ率0%

1,000万円

インフレ率 ＋1%

861万円

インフレ率 ＋2%

743万円

インフレ率 ＋3%

641万円

2022年の日本のインフレ率は

0.53%

951万円

905万円905万円

820万円
862万円

744万円

※物価上昇率は年率



年率 5年後 10年後 15年後

3.2％（2025年実績） 約854万円 約730万円 約623万円

2.5％（2026年度予測） 約884万円 約781万円 約691万円

1.7％（2026年6月時点） 約919万円 約845万円 約777万円

足元の物価上昇率3.2％が15年間続けば、
1,000万円の実質価値は約623万円

インフレが進行した場合の1,000万円の価値



税制も、簡単には動かない
消費税をめぐる議論も、輸出還付のしくみをめぐる議論も、見方が分かれている

消費税の将来像

将来的な引き上げ論は残る一方、社会保障制度
のあり方や景気への影響、社会の受け止めまで
含めると、国も簡単には動きにくいように見受
けられる。

輸出還付制度
「実質的な支援」とみなす見方がある一方、
「国際標準のしくみ」と見る向きもあり、
意見が分かれている。

※ 制度・政治の動向は流動的です。



政治の結論を待つのではなく、いま着手できることから

為替や税制がどう動くかは、選挙や国会の議論に委ねら
れる部分が大きく経営者一人でコントロールできること
ではない。

一方で、受注の質、資金回収の速さ、売上構成、
資金繰りの見える化は、今日から着手できる。



①利益と現金が
残る受注

②資金回収の
遅れを減らす

③見えない在庫
抱えない

④売上構成を
変える

⑤継続できる
会社をつくる

いま会社として出来ることは何か。
ここから、5つの視点で見直していく。



現状認識
「受注を増やせば安泰」という前提が崩れている

自社の努力だけでは変えられない外部環境が、経営に直結する時代になった

コスト上昇 供給・人材制約 金融・市場環境

円安による建材
・住宅設備価格
の上昇

エネルギー価格
・物流費の上昇

世界情勢による
資材供給への
影響

職人不足
人件費の上昇

為替変動・
国内金利の上昇

人口減少による
住宅市場の縮小

一社の努力では変えられない。ゆえに、変化を前提に事業を組み立てる発想が求められる。



工務店が抱えるリスクは「受注不足」だけではない

市場が縮小する中、受注を増やそうとしても以前のようには伸びない。

金利が上がる局面では、銀行も利益やキャッシュフローをこれまで以上に重視する。
受注件数があっても、利益が薄く入金が遅ければ、会社の自由度は下がっていく。

受注
何件受注できたか

利益
利益率は適正か

本当に利益は残ったか

資金繰り
現金は会社に

戻ってきているか

今後は「受注」だけでなく、「利益」「資金繰り」まで含めた経営へ



ここが今回の最重要ポイント

受注も重要。しかし、受注しただけでは会社に残らない

市場が縮小すれば、多くの会社が受注を増やそうと考える。もちろん受注は重要。

しかし、受注しただけでは、会社に利益も現金も残らない。

①

件数ではなく、
利益率と手残りを見る

②

申請・設計・施工・
引渡しまで全社で見直す

③

動かない見込み客・案件で
資源を止めない



持続可能な会社をつくる 2／2

外部環境が変わっても継続できる会社をつくる

円安は続くのか。アメリカ経済は減速するのか。金利はどう動くのか。誰にも断言はできない。

重要なのは未来を当てることではなく、外部環境が変わっても、利益と現金を残しながら事業を

継続できる会社をつくること。

ゴーイング
コンサーン

ＢＣＰ
レジリエンス経営

サステナブル
経営

経営とは、環境が良い時だけ利益を出すことではない。
環境が変わっても、会社を継続できる仕組みを持つことである。





人材不足の対応方法

大工・職人

事務関連

ＩＴ人材

営業マン

設計・ＩＣ人材

改革人材

多能工・人工代が高い外部を使えるように商品・販売の改革

DX／AIの活用・指示系統の整理・会議手法や時間の改革

DX関連研修・デジタル情報から戦略の構築・スキルアップ

異業種パートナーシップ・代行・DX/AI・紹介制度・ブランディング

商品開発・規格化・外部設計時のルール・在宅医療介護系の設計知識

外部コンサルタント

電気配線図・設計基本



・仕事量の波が激しい・単発発注・スポット依頼が多い
・情報が個別・属人化している・エリアを越えた調整役がいない課題

地方では「大工がいない」と言われている 一方で、都市部に流れてくる職人たち

本当に“職人そのもの”が不足しているのか？ 職人は「消えた」のではなく「移動している」



職人が都市部に流れる理由は、
単純に「仕事と売上が見合う」から

地方に必要なのは、賃金を上げるか、継続的
に仕事を供給し、結果として稼げる構造をつ
くること

そのためには、安く売る前提の販売から脱し、
高くても選ばれる商品・伝え方へと発想を転
換する必要がある

もう一つ重要なのは、
誰かが取りまとめ役となり、工事を継続的に
回し続ける体制をつくること。

工務店同士のネットワークでもよいし、
本来は流通店が担えれば、最も合理的な形に
なる

問題は「やるかどうか」ではなく、「やり方
を理解しているかどうか」

販売の在り方を変える 職人ネットワークを構築する

人材不足を解消するには大きく２つの行動が必要となる



高齢化によるベテランの退職が進む中、将来の品質の担保という点で不安は残る
↓

職人の育成のため待遇を改善し、よりよい環境で研修できる体制を整えている

◼ベテラン・シニアの就業者を活かす戦略

総務省の労働力調査によると、
2024年の建設業の就業者に占める

29歳以下の比率は12%に対し、60歳以上は26%を占める。

一般的な年齢比率では29歳以下で17%、60歳以上で22%となっている。

建設業は他業種にも増して高齢化が顕著だ。

大工職高齢化・・・就業体制・研修体制の充実に動いている



多能工時代の現場と経営
コスト増をチャンスに変える

「多能工は高いが採用せざるを得ない」
人手不足で工期を守るために採用が進む

人件費上昇 利益圧迫 経営の持続性が危うい

現場改革 販売改革

多能工の活用で施工効率UP “安さ”でなく“価値”で売る体制へ

標準化・省力化の推進 長期優良住宅・ZEH・レジリエンス住宅など、資産性で訴求

工期遵守・生産性向上 「価値提案型営業」への転換



生き残るための
工務店ブランディングと支援

選ばれるかどうかは、規模では決まらない
「未来の顧客」に伝わる伝え方ができているかで決まる



工務店ブランドの再構築

選ばれる会社になるには、「ブランド力」が欠かせません。必要なのは「未来の顧客に選
ばれるブランド」です。

時代と共に価値観が移り変わる中、工務店も「伝え方」を整理し、市場で評価される存在
へ進化することが求められています。

今の顧客のため → 未来の顧客に選ばれる

価格で比較される → 価値で選ばれる

伝えたいことを話す → 伝わる伝え方を整える
多くの工務店が「良い家をつくっている」と思っている。差がつくのは「伝え方」を整
理した会社だけ。

未来の顧客に選ばれるかどうかは、今の「伝え方」で決まる
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「持続可能な工務店」に共通する4つの特徴

① 次世代の人材がいる

後継者（息子・娘）がいる、または
20歳以上年の離れた若手社員がいる。
事業を将来につなぐ担い手が存在する。

② 今、困っている

法改正・コスト高・人手不足など、
事業環境の変化に対して
明確な課題感を自覚している。

③ 困りごとを話せる関係

悩みや課題をオープンに共有し、
一緒に考えながら解決策を
模索できる信頼関係がある。

④ 学びに前向きである

勉強会・セミナー・情報収集に
積極的に参加し、知識・スキルの
アップデートを続ける意欲がある。

「持続可能な工務店」になるために、次の成長戦略を構築していく
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事例：5名で売上3億円を実現した工務店

5名
1拠点のスタッフ数で
年間売上3億円を実現

3億円
年間売上高

（7,000万円から拡大）

6,000万円

1回のイベントで成約した
リフォーム契約額

成長を支えた3つの戦略

① 客が客を呼ぶ循環モデル

新築着工減少の時代に1棟から10棟
へ。リフォーム受注は設計内容で差
別化し、顧客が顧客を呼ぶワークシ
ョップ戦略を構築した。

② 非住宅・集合住宅展開

集合住宅＆非住宅の改修・建て替え
時期に対応。アパート案件を大量受
注し、セットパッケージで空室改善
やオフィス・事務所のリノベを推進
。

③ 異業種パートナーシップ

銀行・金融機関・不動産会社から顧
客を大量に紹介してもらう仕掛けを
確立。紹介経由の受注を事業の柱に
育てた。



AI
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4 第4章 AI・AIOを情報発信に活かす

SEO→AIOへ─検索の前提が変わる

検索行動の変化

消費者はもう「検索して選ぶ」だけ
でなく、AIに「相談して教えてもら
う」時代へ移行している。

AIに認識される情報整備

会社概要・実績・強みをAIが読み取
りやすい形で整理することが、新し
い「SEO対策」になる。

事業者の淘汰リスク

AIに正しく認識されない会社は検索
結果にすら現れず、比較検討の対象
から外れてしまう。

【核心】「SEO対策をしているか」ではなく、
「AIに選ばれる情報になっているか」が差になる



清水英雄事務所株式会社 ｜ https://au-shimizu.co.jp 26 / 29

4 第4章 AI・AIOを情報発信に活かす

AI基本計画が住宅業界に求める対応

① AIを使う

業務効率化から社会課題解
決へ

行政・医療・防災・建設で
活用加速

（AI・フィジカルAIで）

設計・積算・営業へAI組み
込みが前提に

規制・制度もAI前提に見直
しへ

② AIを創る

信頼できるAIエコシステム
を構築

日本語対応・国内データの
「日本型AI」

データセンター・AI半導体
を整備

住宅データ連携がAI活用の
土台に

③ AIと協働する

産業・雇用・教育を再設計

AIXの推進で経営改革を支援

リスキリングで人材力を強
化

「AIと協働できる工務店」
が次のリーダーに

AIと共に成長する工務店が業界を主導する
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4 第4章 AI・AIOを情報発信に活かす

AI・DX活用の具体例

AIで日常業務を変える

▸施工事例の文章作成

▸イベント案内・ニュースレターの作成

▸ SNS投稿文の作成

▸ホームページの説明文作成

DXツールで業務を効率化

▸顧客管理（CRM）

▸現場管理・進行共有

▸写真・スケジュール管理

▸見積・提案資料の作成支援

人手不足でも仕事が回る仕組みを、情報発信と業務効率化の両輪で整える



経営者・幹部層のための市場分析

2025年の崖は終わっていない
経済産業省が警告した「年間12兆円損失」の本質とは

分岐点

現在の経営

地域ビルダー

建材・流通店

工務店・リフォーム会社

これからの経営（2030）

顧客・物件・工事データの統合

AIによる業務支援

少人数でも高生産性



I N S I G H T  0 1

なぜ「大崩壊」は起きなかったのか

実施された対策 しかし残った課題

ERP更新

SAP移行

クラウド化

SaaS導入

DX投資

Excel管理の継続

顧客情報の分散

業務の属人化

二重入力の発生

データ活用不足

表面的なシステム更新は進んだ。しかしデータ統合まで完了した企業は少ない。



I N S I G H T  0 2

本当の問題は「データの分断」
同じ顧客の情報が複数のシステムに散在し、共有・活用できない状態が多くの企業で発生して
いる。

見積システム

会計

Excel

メール現場管理

CRM

販売管理

顧客

情報共有できない 営業効率が下がる AI活用できない



I N S I G H T  0 3

AIは魔法ではない

入力 データ基盤 AI 成果

NG データなし AI導入 効果なし

OK データ統合 AI活用 業務改善

AIの性能ではなく、AIに渡せるデータの品質が成果を決める。



I N S I G H T  0 4

2030年に起きる「本当の格差」

データ統合企業 データ未整備企業

AI活用

少人数経営

高生産性

高収益

属人化

人手不足

非効率

利益圧迫

2030

今後の競争は企業規模ではなく、データ活用力で決まる。



I N S I G H T  0 5

今、取り組むべきこと

顧客情報統合

物件情報統合

工事情報統合

CRM活用

AI活用
C O N C L U S I O N

AI導入はゴールではない。ま

ずは経営データを統合し、企

業全体で活用できる状態をつ

くることが重要である。



職場に"居場所"はあるか

人材不足時代に問われる、定着・生産性・組織づくり

54.9%
職場に居場所がある
と感じる就業者の割合

2013年 66.2% 2024年 54.9%（−11.3ポイント）

出所：日本経済新聞記事より作成



人が辞める理由は、待遇だけではない

職場に「自分の居場所がある」と感じる人が減っている。人材不足が続く中で、社員の気持ちが
職場から離れることは深刻な経営課題になっている。

退職リスク

孤独感を覚えた社員の
約2割が退職している

生産性の低下

職場との心理的距離は
働きがいとも連動する

採用だけでは
解決しない

「今いる社員が残る」
組織づくりが不可欠

住宅会社・工務店・流通店・販売店にとっても、採用だけでなく
「今いる人が残る組織づくり」が重要な経営課題になっている。



職場に「自分の居場所がある」人は減少

66.2%
2013年（就業者の居場所感）

54.9%
2024年（就業者の居場所感）

※特に30〜50代の働き盛り世代で落ち込みが目立つ
出所：日本経済新聞記事より作成

▼ 11.3ポイント低下



雑談・対話・助け合いが見えにくくなった

働き方やコミュニケーション手段の変化が、職場での居場所感に影響している

01

対面コミュニケーシ
ョンの減少

テレワークや業務効率化で、対面
での会話・雑談が減少。業務のや
り取りは続いても、互いの状況を
知る機会が失われやすい。

02

貢献の実感が得にくく
なっている

「あてにされている」「役に立っ
ている」という実感が薄れると、
孤独感が強まりやすい。特に30〜
50代で顕著な傾向がある。

03

若手も人間関係を重視して
いる

「仕事よりプライベート優先」
とくくられる若者も、新入社員
の約87%が業務外コミュニケーシ

ョンを求めている（東京商工会
議所調査）。



日本では、職場を"コミュニティ"として見る意識も低下

83% 世界平均

職場をコミュニティとして感じたい割合

77% 米国
（2025年）

57% 日本
2024年比 −17ポイント

心理的安全性とコミュニケーション
設計が組織運営上の課題に

出所：日本経済新聞記事より作成



少人数組織ほど、"居場所感"が定着に影響する

住宅業界の特性

少人数で業務を回している会社が多く、
一人ひとりの役割が大きい

「自分は必要とされている」という実感
が社員の定着・成長に直結しやすい

営業・設計・現場管理・職人・事務など
、職種間の分断が生じやすい

定着に効く「居場所感」の3要素

役割感
「自分は必要とされている」「役に立っている
」という実感

つながり感
「相談できる人がいる」「理解してくれる人が
いる」

承認感
「あてにされている」「成果を認められている
」

職種間の分断を防ぎ、互いの役割を認め合うことが少人数組織ほど重要になる



居場所づくりは、福利厚生ではなく経営課題

対策のポイント

1 ピアボーナス制度など、成果や貢献を認め合う
仕組み

2 1on1など、上司と部下の定期的な対話機会

3 社内イベントなど、部門を超えた接点づくり

4 社内報・情報共有による一体感の醸成

人が残る会社は、給与や制度だけでなく、「必要とされている実感」をつくっている。

人材不足時代には、採用強化と同時に、今いる社員が離れない職場づくりが求められる。

出所：日本経済新聞記事より作成



事業改革から始まる業務改革、始まります

◆ 属人化からの脱却・・・誰でも対応できる事業スタイル

◆ 物流改革ルール・・・・納材ルール・・荷揚げルール

◆ 受発注業務改革・・・価格設定ルール

◆ 従来の担当者制度・・新しい対応制度への転換期

◆ 事業の多角化時代に高効率な事業スタイルを構築する

◆ 社員全員が働きやすい環境と楽しく仕事ができる会社



会社事業の在り方が変わる時代

次世代人材が入る会社にするには・・・社内改革が重要

■ コミュニケーションの取り方・・会社全員で

対応する‥一人の責任者が行うのではなく

誰もが話や相談に乗れる事業スタイルへ向かう

■ 社内事業戦略と行動が見えないと新人社員は

行動力をなくし・・・退職へ向かう

■ 担当者以外も支援に回り又は評価等も社内全

員が行う・教育スタイル構築・次世代人材を育て

る

■ 従来の事業スタイル改革の時代です・・・誰

もが働きやすい事業化へ

■ DX社会に対応できる人材・受発注業務も対応

できる人材・社内ルール基準構築で改革対応可

■ 働き方改革・物流改革・熱中症対策（法律ス

タート）・・・事業の全面見直し時代

■ 残業をなくし・有給消化・誰でもが対応でき

る事業化にしないと休めない・・改革が重要

・会社経営側の立場 幹部社員の立場 営業マンの

立場

それぞれの視点で社内改革を同時に進めることが重

要です

清水英雄事務所株式会社



リベンジ退職・・・

時代が変わり同じやり方が通用しない時代

清水英雄事務所株式会社



「リベンジ退職」の主なパターン・・・時代が変わり同じやり方が通用しない時代

①古い体質の上司に不満

下の人の話を聞いてくれない

流通店上司・・指示だけで相談できない

繁忙期型：忙しい時期に退職

②昇進・昇給を狙ったが実現できなかった

仕事を頑張りスキルアップ・他社から誘い

流通店上司が対応が悪く相談できず

自分のスキルを上げて代わりの人

がいない状況にして退職

③残業を強制された・劣悪な職場環境

上司の態度・相談もできない・見て覚えろ
退職時にネットへ投稿 ブラック

企業と転職サイトに投稿

清水英雄事務所株式会社



次回
11月19日

日合商WEBセミナー
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